
部名称 課名称 事業名称
令和7年度
要求額
（千円）

令和7年度
最終査定額
（千円）

頁

企画総務課
区役所フロアマネージャー設置事業
（東区）

3,419 3,419 1

企画総務課 区域まちづくり事業（東区） 30,042 29,995 3

自治推進課 地域安全推進事業（東区） 17,893 17,837 6

自治推進課 自治会活動推進事業（東区） 43,207 39,572 8

東保健福祉総合セン
ター

東保健センター 介護予防普及啓発事業（東区） 3,289 3,289 10

東保健福祉総合セン
ター

東保健センター 健康都市づくり関連事業（東区） 600 600 12

その他事業一覧



局 部 課

3 年度

9

10

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

区役所1階に案内所を設置し、東区民をはじめとする区役所来庁者への窓口案内や庁舎内での会議・イベントの案

内、高齢者・障害者等の介助などを行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

東区民をはじめとする区役所来庁者（東区人口約8万5千人）
対象数 単位

人

Ⅰ．基本情報

事務事業名 区役所フロアマネージャー設置事業（東区） 事業番号 213-001

担当部署名 東区役所 企画総務

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 ― 施策 　―　

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

無 取組の方向性 ―

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 18 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
無

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

東区役所企画総務課

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

フロアマネージャーの設置を通じ、来庁者の利便性や満足度の向上を図り、「より親切・便利な区役所」の実現に資する

ことを目的に実施する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 株式会社アカツキ

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

98目標値 88 98 98

当該指標を選定した理由 下記の対応件数だけでなく、対応した結果、市民の満足度を調べることにより、さらなる事業効果を確認する。

達成率 109% 100%

来庁者アンケート（「フロアマネージャー

の案内がわかりやすい」と答えた人の割

合）

％ 実績値 96 98

目標値の設定根拠・算出方法 アンケート集計結果の確認

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

対応件数（窓口への案内、車イス、ベ

ビーカーの貸出など）
件

目標値 30,000 30,000

達成率 99% 97%

当該指標を選定した理由 実際の具体的な応対件数を集計することにより、ニーズがあるか等、事業効果を確認することができる。

30,000

実績値 29,554 29,000

目標値の設定根拠・算出方法 報告書の集計

1



）

15

事務事業名 区役所フロアマネージャー設置事業（東区） 事業番号 213-001

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

R6

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 2,678 2,693 2,693 2,700 3,419

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 2,678 2,693 2,693 2,700 3,419

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

委託料
R6 予算 2,700 2,700

事業費
うち

一般財源

予算

R7 予算 3,419 3,419 R7 予算

R6 予算 R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

R6 予算 R6 予算

R7 予算 R7 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

区の実情に応じた当該業務のあり方及び実施手法等について、検討を進める。

R7 区の実情に応じた当該業務のあり方及び実施手法等について、検討を進める。

期間 R　　～　　R 要求額

R8以降 区の実情に応じた当該業務のあり方及び実施手法等について、検討を進める。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

多岐に渡る区役所業務の外、急きょ発生する業務もあるなど、時々の変化が生じる状況において来訪者の目的も様々

である中、区役所の総合案内人「フロアマネージャー」を設置し、スムーズで丁寧な案内を行うことにより、来庁者の利便

性と満足度の向上を図り、「より親切・便利な区役所」の実現をめざす。今後も来庁者へ積極的に声をかけ案内を行う

など、きめ細かいサービスを提供する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

2



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 15 17

目標値の設定根拠・算出方法 各年度ごとに実施の必要性・重要性を精査して予算化した事業数のカウント

目標値の設定根拠・算出方法 区の取組や調査を通じていただいた区民の意見や区域の状況を踏まえて、毎年度事業を執行している。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業実施数 事業

目標値 16 17

達成率 94% 100%

当該指標を選定した理由 活動量を測るため（令和7年度からは、事業整理のため事業数を減とした目標とする）

11

当該指標を選定した理由 区域の現状や課題、特性を踏まえながら地域の課題解決・魅力向上に向けて取り組む必要があるため。

達成率 #VALUE! #VALUE!

区民ニーズや区域の実情などをふまえ

ながら、区役所がより主体的に区域の

まちづくり事業を推進

- 実績値 - -

-目標値 - - -

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 負担金（東区まちづくり実行委員会）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

区民のニーズや区域の実情などを踏まえながら、区役所が主体的に区域の特性を活かした魅力ある取組を推進し、区の

魅力向上に資することを目的に実施する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 28 点検対象年度 令和 6 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 4.人や企業を惹きつける都市魅力 ～Attractive～

現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.3

取組 地域住民のつながり強化、住民自治の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

取組の方向性

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 4.人や企業を惹きつける都市魅力 ～Attractive～ 施策 (2) 市政への信頼獲得、ブランド力の向上に向けた戦略的広報の展開

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 区域まちづくり事業（東区） 事業番号 213-002

担当部署名 東区役所 企画総務

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

　区役所や区民との協働による実行委員会等において、本庁施策との整合性も踏まえながら、東区の特性に応じた

様々な事業を企画・立案して実施。また、地域の安全安心の観点などから、区役所として臨機の対応を要すると判断し

た事案について、区長の裁量により、区役所予算を活用して事業所管課に対応を依頼し、事業を進める。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

区民
対象数 単位

3



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

R8以降 区民ニーズ・区域の状況などを踏まえた事業の実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
　事業を効率・効果的に実施するために、事業のスクラップアンドビルドによる見直しも図りながら、区民参加・区民協働に

よる取組の推進を通じた区の魅力向上に向けて必要とする予算を要求するもの。

区民ニーズ・区域の状況などを踏まえた事業の実施

R7 区民ニーズ・区域の状況などを踏まえた事業の実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

委託料
R6 予算

R7 予算 4,050 4,050 R7 予算

R6 予算 3,680 3,680

19,016 19,016

R7 予算 164 164 R7 予算 20,245 20,245
役務費

R6 予算 199 199
負担金、補助及び交付金

R6 予算

需用費

1,000 1,000

R6 予算 500 500

R7 予算 3,463 3,463 R7 予算

R6 予算 4,874 4,874
備品購入費

500 500

R7 予算 360 360 R7 予算 210 210

旅費
R6 予算 50 50

工事請負費
R6 予算 1,000 1,000

R7 予算 50 50 R7 予算

事業費
うち

一般財源

予算 220 220

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

報償費
R6 予算 426 426

一般財源 22,836 11,923 20,036 29,965 30,042

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（ はなみどり基金繰入金 1,419

市債

事業費  (a) 22,836 11,923 21,455 29,965 30,042

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

使用料及び賃借料
R6

事務事業名 区域まちづくり事業（東区） 事業番号 213-002

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

4



区域まちづくり事業（東区）

事業名 事業概要 金額（千円）

1 東区民まつり

区民の親睦と連帯や健康意識の高揚、また区民相互の交流の輪を広げ、安全安心に暮ら
せる地域環境の実現に資することなどを目的に、初芝体育館・野球場において校区の模擬
店や各種団体のブースなど、こどもから高齢者まで幅広い世代が楽しめる催しを、地域との
協働（実行委員会）により実施。

10,987

2 ひがしふれあい文化祭

区民が文化芸術に触れる機会を通じ、区内の芸術文化の振興や交流の輪を広げ、豊かに
暮らせる地域環境の実現に資することなどを目的に、東文化会館において区民からの応募
作品や小学生の絵画展示、著名な芸術家作品の展示、文化ホールでの演奏やダンスといっ
たステージパフォーマンスなどを、地域との協働（実行委員会）により実施。

2,096

3 地域スポーツ活動推進事業
スポーツ活動を通じた区民の健康づくりや地域における親睦や交流促進などを目的に、地
域が開催するスポーツ大会といったイベント開催の支援を行う。 450

4 東区防犯防災対策推進事業
近い将来発生が予測される南海・東南海地震への備えとして、各校区自主防災会と東区役
所との連携・協働体制の構築や地域に根ざした自主防災活動の促進、犯罪被害防止に向
けた広報啓発活動などを通じ、安全安心な地域社会の実現を図る。

6,142

5 東区安全安心まちづくり推進事業
区民が安全で安心して暮らせる環境の実現に資することを目的に、警察と連携のうえ設置し
た防犯カメラの適正管理などを行う。

813

6 東区健康ふれあいひろば等活用事業
区役所健康ふれあいひろばを秋の花で装飾し、季節感のある空間を演出する。花の栽培協
力を広く区民に募るほか、花のボランティア（花いっぱいゃさかい）にも協力をいただき実施。

720

7 東区赤ちゃんの笑顔づくり応援事業

東区在住の赤ちゃんと保護者を対象に、4ヵ月児健診の機会を活用して「絵本の読み聞か
せ」の体験を提供、保護者が子育ての喜びを感じられる機会を創出する。あわせて区内の
子育て広場やサークル・サロンなどの情報提供も行うなど、安心して子育てができるまちの
実現に資することを目的に実施している。

840

8 区域まちづくり推進事業
地域間や世代間の交流促進、次世代の担い手育成などを目的とした講演、イベント等を開
催する。

2,150

9 歴史・文化の発掘・発信 郷土愛醸成事業
東区域の町名の由来や寺社仏閣、伊勢道、西高野街道、文化村など歴史・文化的資源を採
り上げた催しの開催などを通じ、区域の魅力発信、さらには区民の郷土愛や誇りの醸成を図
る。

3,123

10 ひがし・ママパパ応援事業
子育てに対する不安を和らげ、こどもへの愛情を育み楽しく子育てができるよう、ベビーヨガ
や子育てファミリー向け防災などの講座、保護者同士の交流会などを開催する。あわせて子
育て情報の発信や子育て相談なども実施。

721

11 区域環境整備事業
より一層住民ニーズに即した、きめ細かな区行政の推進を図ることを目的に、区域の環境整
備等にかかる事案について、事業所管課に対応を依頼し区役所予算での事業実施を行う。

2,000

5



局 部 課

3 年度

9

10

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

○防犯環境の整備

・校区自治会活動推進補助金において、地域（校区自治連合会）が実施する防犯灯や防犯カメラ設置補助を実施。

・戦略的に整備を行った公設防犯カメラの運用を実施。

・行政主導で設置した戦略的防犯灯の維持管理を実施。

・自治会が設置している蛍光灯型防犯灯のLED化を促進するため、LED防犯灯への更新補助を実施。

○自主防犯活動への支援

・防犯協議会への事業補助や、自主防犯パトロール団体への防犯資機材等の支給、青色防犯パトロール活動費用の一部補助等を実施。

○広報啓発活動

・広報紙やホームぺージ等での各種防犯情報の発信、警察や関係団体との連携による防犯キャンペーン等を実施。

〇特殊詐欺被害防止

・被害リスクの高い区民を対象に、警察や地域等と連携して自動通話録音機の無償貸与を実施。

公民連携・協働事業 -

Ⅱ．事業の目標

東区民（特に犯罪被害に遭いやすい女性、高齢者、児童等）、事業者、地

域団体等

対象数 単位

- -

Ⅰ．基本情報

事務事業名 地域安全推進事業（東区） 事業番号 213-007

担当部署名 東区役所 自治推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (5) 犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 大阪重点犯罪認知件数

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 大阪重点犯罪認知件数

有 取組の方向性 ①防犯環境の整備

有 現状値 1,195件（2019年） 目標値 900件（2025年）

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.1

有 取組 防犯カメラや防犯灯の戦略的な設置

2 関連計画 -

有 現状値 913件（2022年） 目標値 900件（2025年）

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 12 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠 ・堺市安全・安心・快適な市民協働のまちづくり条例

・堺市暴力団排除条例（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁・各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

堺市民にとって犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会の実現をめざす。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 校区自治連合会、防犯協議会、青色防犯パトロール団体等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
-

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

72目標値 80 76 72

当該指標を選定した理由
大阪重点犯罪認知件数は、「堺市基本計画2025」のKPIとなっており、当該件数の減少は、犯罪のない安心して暮ら

せる地域社会の実現に寄与するため。

達成率 68% 143%

大阪重点犯罪認知件数（大阪府警察が

認知した大阪重点犯罪の件数）

※目標値及び実績値は、1~12月で算出

件 実績値 117 53

目標値の設定根拠・算出方法 目標値については、「堺市基本計画2025」の目標値を踏まえて設定。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

青色防犯パトロール出動回数 台

目標値 698 544

達成率 78% 101%

当該指標を選定した理由
青パトによる地域の防犯パトロールは犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会実現に寄与する取組で

あるため。

550

実績値 544 550

目標値の設定根拠・算出方法 目標値＝前年度実績値

6



）

15

事務事業名 地域安全推進事業（東区） 事業番号 213-007

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

その他報償費
R6

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 11,216 3,794 4,181 17,912 17,893

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

13,410その他（ 公共施設等特別整備基金繰入金 13,410

一般財源 11,216 3,794 4,181 4,502 4,483

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

戦略的公設防犯カメラ設置事業
R6 予算 2,769 2,769

事業費
うち

一般財源

予算 45 45

R7 予算 2,769 2,769 R7 予算 45 45

防犯事業補助金
R6 予算 1,058 1,058 R6 予算

R7 予算 1,059 1,059 R7 予算

R6 予算

R7 予算 390 390 R7 予算

R6 予算 410 410

青色防犯パトロール車両修繕補助

金

R6 予算 220 220 R6 予算

青色防犯パトロール活動補助金

R7 予算 220 220 R7 予算

債務負担行為 （単位：千円）

LED防犯灯更新補助金
R6 予算

R7 予算 13,410 0 R7 予算

R6 予算 13,410 0

・「堺市安全・安心・快適な市民協働のまちづくり条例」施行。（平成21年9月）

・令和2年度から3か年で、警察署と連携・協議のうえ、公設防犯カメラの戦略的な整備を推進し、令和5年度からは維持管理を実

施。（令和2年度～）

・防犯灯・防犯カメラ設置補助について、制度の見直しを実施し、堺市校区自治会活動推補助金を創設。（R4年度）

・過去に犯罪が発生した場所や夜間通行時に不安を感じやすいと想定される場所を警察と連携して選定し、行政主導で防犯灯を

設置。（R5年度）

・防犯灯のLED化促進のため、LED防犯灯更新補助金を創設。（R6年度）

・特殊詐欺対策を総合的に行うなかで、自動通話録音機の無償貸出を実施（R6年度）

R7
・犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現をめざし、市民、事業者、警察等と連携・協働しながら、各種防犯活動

や防犯環境の整備を推進する。

期間 R　　～　　R 要求額

R8以降
・犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現をめざし、市民、事業者、警察等と連携・協働しながら、各種防犯活動

や防犯環境の整備を推進する。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

　地域安全推進事業は、女性やこどもをはじめ、全ての市民にとって犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現に寄

与するもの。公設防犯カメラの運用や青色防犯パトロール活動等の各種防犯活動を支援し、地域と警察、行政がより

強固に連携・協働することで、防犯環境の整備を進め、犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現をめざす。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

7



局 部 課

3 年度

9

10

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

○自治会活動のより一層の振興・充実を図るため、「校区自治会活動推進補助金」等による支援を実施し、自治会が

地域の実情に応じて柔軟に活動を行える環境の整備を推進。

○犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会を実現するために防犯灯の電気料金支援を実施。

○自治会活動に安心して取り組める環境の整備を推進するために自治会施設賠償責任保険補助金を支出。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

校区自治連合会等（自治会活動を推進している団体）
対象数 単位

9 校区

Ⅰ．基本情報

事務事業名 自治会活動推進事業（東区） 事業番号 213-011

担当部署名 東区役所 自治推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (5) 犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 大阪重点犯罪認知件数

有 取組の方向性 ①防犯環境の整備

有 現状値 1,195件（2019年） 目標値 900件（2025年）

有・無 ゴール ゴール⒄パートナーシップで目標を達成しよう ターゲット 17.17

有 取組 地域住民のつながり強化、多様な主体の協働の促進

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 昭和 51 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
堺市自治会活動推進補助金交付要綱等

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各区、各校区自治連合会

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

自治会活動をはじめとする地域活動を支援することにより、地域の結束力の強化を図り、市民参加・市民協働による明

るく住みよい、安全な地域コミュニティの形成や、住民相互の共助による災害に強い地域社会の実現に向けた各種取組

の活性化を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市自治連合協議会・校区自治連合会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

64目標値 63 63 64

当該指標を選定した理由 自治会組織への加入率は、市民協働・市民参加による地域活動の活性化を測る指標の一つとなるため。

達成率 94% 90%

自治会加入率 % 実績値 59 57

目標値の設定根拠・算出方法
自治会加入率の減少傾向を踏まえ、H29～R3年度の平均値をR7年度目標に設定。当該目標に向け、

R4年度以降は段階的な目標を設定。　※R4年度に目標値の算出方法を変更。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

自治会活動の推進に資する各種活動

の実施回数
回

目標値 42 40

達成率 95% 100%

当該指標を選定した理由 自治会活動の実施は、地域の結束力の強化や、自治会加入の促進、各種取組の活性化に寄与するため。

40

実績値 40 40

目標値の設定根拠・算出方法 目標値＝前年度実績値

8



）

15

事務事業名 自治会活動推進事業（東区） 事業番号 213-011

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

R6

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 1,153

事業費  (a) 30,563 39,204 34,780 43,311 43,207

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 29,410 39,204 34,780 43,311 43,207

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

校区自治会活動推進補助金
R6 予算 22,386 22,386

事業費
うち

一般財源

予算

R7 予算 22,838 22,838 R7 予算

区自治連合協議会活動補助金
R6 予算 327 327 R6 予算

R7 予算 327 327 R7 予算

R6 予算

R7 予算 19,872 19,872 R7 予算

R6 予算 20,397 20,397

自治会施設賠償責任保険補助

金

R6 予算 141 141 R6 予算

認定防犯灯電気料金支援金

R7 予算 110 110 R7 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費
R6 予算

R7 予算 60 60 R7 予算

R6 予算 60 60

・令和4年度に、既存の自治会活動に対する複数の補助制度を統合し、「校区自治会活動推進補助金」を創設。

・地域の意見を踏まえ、令和5年度に「校区自治会活動推進補助金」の運用について、区分間流用額の上限を10％

から30％に引き上げる等一部見直しを実施。

R7 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R8以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

　自治会活動推進事業は、市民参加・市民協働による明るく住みよい安全な地域コミュニティの形成や、大阪重点犯

罪の減少、住民相互の共助による災害に強い地域社会の実現に向けた取組等の促進・活性化に寄与するため、補助

金の支出等を通じて地域住民による自主的な活動を支援するもの。

　各地域において、行政や警察等と連携・協働した取組が積極的に進められることで、安全・安心の向上が図られ、住

民同士のつながり強化や多様な主体の協働の促進が期待されることから、自治会活動の推進に必要な経費を要求す

る。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

9



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 79 120

目標値の設定根拠・算出方法 前年度の実績をもとに算出

目標値の設定根拠・算出方法 前年度の実績をもとに算出

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

被訪問延人数 人

目標値 120 120

達成率 66% 100%

当該指標を選定した理由
訪問により、要介護状態予防のための日常生活上のアドバイスを提案し、介護予防、健康寿命の延伸を図

る。

120

当該指標を選定した理由 教室に継続的に参加することでフレイル状態に陥らないようにする。

達成率 97% 100%

複合型介護予防教室参加延人数 人 実績値 262 270

270目標値 270 270 270

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

要支援や要介護状態の予防（介護予防）、心身の状態の改善を図ることで、高齢者ができる限り住み慣れた地域で

自立した生活を送ることができる。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 18 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
介護保険法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（令和6（2024）～8（2026）年度）

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 2.83％(2019年度) 目標値 2.30％(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.8

有 取組 地域包括ケアシステムの推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 前期高齢者の要支援認定率

有 取組の方向性 ①自立支援・介護予防・健康増進の取組の推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ 施策 (4) 高齢者が住み慣れた地域で心豊かに暮らし続けられる社会の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 介護予防普及啓発事業（東区） 事業番号 213-014

担当部署名 東区役所 東保健福祉総合センター 東保健センター

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

特別会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・保健センターの看護師が、要介護認定の非該当高齢者等の居宅を訪問するなどして、生活における問題を総合的に

把握・　評価し、必要な相談・指導を実施する。主に認知症、閉じこもり、うつの恐れがある高齢者に対して訪問する。

・訪問により、認知症予防、運動機能向上、口腔機能向上、低栄養の防止を目的とした指導助言を行う。

・要介護状態の予防に効果が認められる対象者並びに一般高齢者については、複合型介護予防教室につなげる。

・複合型介護予防教室参加者のうち、要介護状態に陥る可能性がある参加者には、個別支援を実施する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

要介護認定を申請した高齢者のうち非該当と決定された者等。
対象数 単位

70 人

10



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

R8以降 事業内容の評価を行いながら、継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

介護保険法に基づき、要介護認定非該当者及び虚弱高齢者を対象として訪問等を行い、必要な支援・指導を行うこ

とで、介護予防への取組のきっかけや通いの場への参加につながり、要支援や要介護状態に移行せず自立した生活を

送る期間を延伸できている。前期高齢者を含む要支援認定率の減少や健康寿命の延伸に寄与していることから、継続

実施するために必要な経費を要求する。

平成12年介護保険法施行から、要介護認定非該当者等を対象とした訪問等を実施。平成18年から介護予防事業

を開始、平成27年から複合型介護予防事業を実施している。

令和2年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響で一部実施できなかったが、令和4年度から段階的に再開。

R7 継続実施。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

R7 予算 60 22 R7 予算
消耗品費（枠）

R6 予算 60 21 R6 予算

旅費
R6 予算

R7 予算 155 55 R7 予算

R6 予算 155 55

R7 予算 2,239 797 R7 予算

期末手当（会計年度任用職

員）

R6 予算 735 262 R6 予算

R7 予算 835 297 R7 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

会計年度任用職員報酬
R6 予算 2,016 717

一般財源 369 284 889 1,055 1,171

受益者負担金(使用料、手数料等）　

887その他（ 1,477 1,135 695 800

市債

284 321 370 410

事業費  (a) 2,953 2,270 2,573 2,966 3,289

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 738

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

567 668 741 821

府支出金　 369

R6

事務事業名 介護予防普及啓発事業（東区） 事業番号 213-014

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

11



局 部 課

3 年度

9

10

令和7年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検対象年度

事業の概要

・区で実施している区民まつりに「健康の集い」を併設、実施する。

・体験型健康チェックや健康相談、健康関連の啓発などを柱として、さまざまな年齢層の区民が関心を持つことができるよ

う健康関連の情報を提供する。

・東区の健康づくり自主活動グループなどの協力・連携のもと、区民と協働して取り組む。

（令和2～5年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、健康の集いは中止している）

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

東区民
対象数 単位

84,281 人

Ⅰ．基本情報

事務事業名 健康都市づくり関連事業（東区） 事業番号 213-015

担当部署名 東区役所 東保健福祉総合センター 東保健センター

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ 施策 (1) 健康で長生きできる都市の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③健康を支える地域社会の形成

有 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.4

有 取組 生活習慣病の啓発、対策の推進

2 関連計画 さかい健康プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 9 点検対象年度 令和 7 年度

実施根拠
健康増進法、食育基本法、歯科口腔保健の推進に関する法律

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

東区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

区民が自分の健康に関心を持ち、主体的に健康の保持増進・生活習慣病の予防を図り、健康寿命の延伸をめざす。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 東区民まつり運営委員会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和7年度 

500目標値 ー 500 500

当該指標を選定した理由
効果的な啓発により、参加者が生活習慣病に関心を高め、その後の意識・行動変容へつながることが期待さ

れるため。

達成率 ー 148%

健康の集い参加者数 人 実績値 ー 741

目標値の設定根拠・算出方法 健康に関する相談や健康チェックを利用した人数。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和5年度 令和6年度 令和7年度

協力団体数(自主活動グループ等) グループ

目標値 ー 5

達成率 ー 120%

当該指標を選定した理由
東区健康づくり推進委員会等と事業内容を検討し、協働することで、市民目線のより分かりやすい啓発につ

ながるため。

5

実績値 ー 6

目標値の設定根拠・算出方法 区民自らが健康増進を継続する活動を広く啓発するため。

12



）

15

事務事業名 健康都市づくり関連事業（東区） 事業番号 213-015

令和7年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和7年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和7年度

府支出金　

R6

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 0 0 600 600

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

600その他（ 堺市民健康生きがいづくり基金 600

一般財源

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

負担金
R6 予算 600 0

事業費
うち

一般財源

予算

R7 予算 600 0 R7 予算

R6 予算 R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

R6 予算 R6 予算

R7 予算 R7 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R6 予算

R7 予算 R7 予算

R6 予算

令和２～５年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、健康の集いを中止したため、費用対効果については評価

できない。

令和６年度は、区民まつりに併設して実施し、各コーナーの参加延人数は4,800人を超え、多くの参加者に健康増進

や生活習慣病予防について啓発することができた。

R7 区民まつりの実施状況を踏まえ、内容等を調整予定。

期間 R　　～　　R 要求額

R8以降 事業内容の評価を行いながら、継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

本事業は、区民が自分の健康に関心を持つことができるよう情報提供することで、健康を支える地域社会の形成に寄与

するものであるが、令和２～５年度は新型コロナウイルス感染症の影響で中止となった。

区民まつりと併設し、区民や企業と連携することで、さまざまな年齢層の多数の区民が効果的に健康に関心を持つ機会

となり、健康の保持増進・生活習慣病の予防に寄与することが期待できる。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R6まで

13


